
4月、金融税理士アドバイザーがリニューアル
より実務に即した「実践編」追加でスキルアップ

　IT市場専門のリサーチ・コンサルティ
ング企業のMM総研（東京・港区）では
このほど、平成28年分の確定申告を予
定している個人事業主１万6,453人を対
象に、Ｗｅｂによる「クラウド会計ソフ
トの利用実態調査」を行った。同社は
2015年12月に初回アンケート調査を行
い、第2回目は2016年3月末（※平成27
年分の確定申告をした個人事業主が対
象）に実施。今回で3回目となるこの調
査は、クラウド会計ソフトの市場や動向
を知る上で貴重な結果となっている。
　今回の調査結果をまとめると次のよう
になる。

①個人事業主の会計ソフト使用率は
32.7％で、そのうちクラウド会計
ソフトは9.7％　

②クラウド会計ソフトの認知度は
65.7％に上昇、帳簿や申告書作成
の負担軽減等を評価

③今後のクラウド会計ソフトの利用
意向 「利用したい」34.2％

※クラウド会計ソフトとは、インターネット経由で
会計ソフトの機能を利用できるソフトのこと。パ
ソコンに会計ソフトをインストールしたもの、会
計データのみをインターネット上に保管するソフ
トは含まない。

①ソフト利用率
　「会計ソフトを利用している」との回
答は32.7％（5,373事業者）となった。
そのうちクラウド会計ソフトを利用して
いる個人事業主は9.7％（521事業者）と
なり、前回の2015年12月調査時より
も、クラウド導入利用者が1.6ポイント

上昇。圧倒的に、パソコンにインストー
ルして利用する従来型の会計ソフト（※
会計データのみをクラウド上で保管する
ものを含む）の利用が多く、会計ソフト
利用者の80.3％（4,315事業者）を占め
た。
　一方、「会計ソフトを利用していな
い」と回答した個人事業主は53.6％
（8,820事業者）となり、前回の54.4％
（1万2,042事業者）より、割合は若干な
がら向上している。この非利用者が会計
ソフトの代わりに利用しているものを確
認したところ、「市販の帳簿やノートな
どへの手書き」が40.7％、「エクセルな
どの表計算ソフトに入力」が38.8％で多
く、次いで「税理士や会計事務所への外
部委託」が12.9％となった。この外部委
託の比率については、2016年調査よ
り、1ポイントアップしている。

②クラウド会計ソフトの認知度
　今回の調査でも、クラウド会計ソフト
の認知度（図表１）を確認したところ、
「知っている」とした回答は全体（1万
6,453事業者）の65.7%に達し、前回調
査よりも8.3ポイント上昇した。その要
因としては、クラウド上にデータを保管
することで、ネット環境さえあれば、ど
こでも利用できるクラウドならではの利
便性が挙げられる。
　そもそも、クラウド会計ソフトは、IT
技術を使った金融サービスとして成長が
期待される「FinTech（フィンテック）」
を代表するサービスの一つ。複雑な勘定
科目の自動判別機能など、日々の帳簿付
けから確定申告書の作成までの負担軽減

や効率化・機能性の向上という点からも
期待され、認知度がアップしていると分
析できる。
　ただ、着実にクラウド会計ソフトの知
名度が上がっている一方で、利用者の方
が会計ソフト利用者の１割程度と前回と
ほぼ同じ数値で止まっている現状が浮き
彫りとなり、まだまだ市場の開拓余地は
残されているといえるだろう。

③今後のクラウド会計ソフトの利用意向
　クラウド会計ソフトを認知しながら
も、現在利用していない個人事業主
（9,481 事業者）に今後の利用意向を確
認したところ、「今後利用したい」（6.5％）
と「どちらかといえば今後利用したい」
（27.7％）となり、クラウド会計ソフトの
利用予備軍は合計で34.2％となった（図
表2）。これは前調査（37.5％）から減少
した。
　また、利用予備軍を事業継続年数で分
析すると、2年未満が51.4％で最も多
く、2年以上5年未満が41.4％、5年以上
20年未満が32.1％、20年以上が31.6%
と、事業継続年数が若いほど利用意向が
高い結果となった。過去2回の調査とほ
ぼ同様の傾向を示してはいるものの、積

極的に利用していきたいとする層が減少
し、あまり必要性を感じない割合が微増
している点が気になるところだ。

　このほか、クラウド会計ソフトの事業
者別シェアは、前回トップの「弥生」
（やよい申告オンライン、やよい白色申
告オンライン）が今回もトップの
52.8％、次いで「freee」（freee）が22.
３％、「マネーフォワード」（ＭＦクラ
ウド確定申告）17.7％。前回と比べ「マ
ネーフォワード」の伸び率（前回9.8％）
が目立つ。市場はこの上位3社での集約
が進み、合計シェアは前回85.2％から
92.8％に拡大している。

　思ったよりは伸びていないという印象
のクラウド会計だが、クラウドサービス
全体から見ると、会計に限らず、グルー
プウェア、経費精算、請求書作成支援、
マイナンバー管理等、様々なサービスが
増えてきているのは確か。
　まだクラウド会計を使っていない税理
士にとっては、思ったより伸びていない
ことで良しとするか、またはクラウド
サービスの成長を見越して流れに乗って
みるかを考えておきたいところだ。

　企業経営者へ的確な銀行融資のアド
バイスをするスキルを養成する「金融税
理士アドバイザー講座」（金融税理士ア
ドバイザー協議会主催）の内容がブラッ
シュアップされ、これまでの「基礎編」
に加え、新たに「実践編」の講座が開設
されることになった。
　この講座は、融資の専門的なスキルを
高めたい、顧問先への付加価値を高めて
同業他社等の差別化を図りたいという税
理士に人気で、経営革新等支援機関の認
定事務所として、顧問先企業への具体的
な指導法などの手法を公開するだけでな
く、短期間で金融の知識や専門家として活
躍できるスキルが身に付くという。
　平成24年からスタートした同講座は、
すでに９期生の受講修了者を輩出してい
る。「銀行融資」の根幹の考え方に変化
はないものの、最近では金融庁の銀行融
資のスタンスが徐々に変化してきている

など、銀行融資を取り巻く環境は今、大
きな変革期を迎えている。これまでの融
資の基礎知識を踏まえたうえで、さらな
る「アドバイス力」「提案力」が顧問先
から求められてくる。
　また、受講終了生からも、より実践的
で会計事務所の売上に繋がる講座を望
む声が強く、そこで、これまでの講座よ
りさらに内容をレベルアップさせた「実
践編」を新規開設することとなった。
　実践編講座では、金融庁が画策してい
る「脱日本型金融」プランを踏まえた内
容を網羅。この「脱日本型金融」とは、
これまでの銀行融資の現状の決算書・保
証協会保証・人的保証・物的担保等に依
存した融資形態（日本型金融）から、
「事業性評価制度」を中心とした企業の
実態を踏まえた機械的ではない審査に移
行させることが目的にある。つまり、企
業の担保や信用力だけでなく、企業の将

来性を見て融資を行うとしたもの。
　とはいえ、これまでの銀行融資の考え
方が急激に変わるとは言い難く、これま
での銀行融資の概念と新しい「脱日本型
金融」の概念のふたつの考え方を備えて
おくことが重要なポイント。
　そのため、実践編講座は①「事業性評
価制度」、②中小企業庁制定の改善計画
書、③新「運転資金」④再生の実例研究
といった、他に例がない実務に即したカ
リキュラムとなる。
　「実践編」のプログラムは「基礎編」
での知識や理論をフル活用。実践編の受
講効果をより高めるためにも、「まず
は、基礎編の受講をお勧めします。ま
た、基礎編の受講終了生には、基礎編の
知識をより高め、時代の変化に対応でき
るアドバイス力を身に付けていただくた
めにも、実践編でステップアップを」
（特別専任講師の徳永貴則氏=写真）と

呼び掛ける。
　4月より開講され
る新アドバイザー
講座は、4単位（1
単位＝2時間30分）
で、基本的に毎月
第2週目の金曜日及び土曜日を開催日と
しており、「基礎編」と「実践編」を交
互に開催していく予定。大人数のセミ
ナー形式ではなく、その場で疑問を解決
できる税理士限定の実践的な講座は他に
例がない。
　同協議会では新規講座開設のほか、研
究会の発足も予定しており、金融と融資
に特化した税理士支援サービスを展開し
ていく。問い合わせは金融税理士アドバ
イザー運営事務局の「ゼイカイ」で受け
付けている。（http://finance-zeirishi
-adviser.com/）

クラウド会計ソフトの利用実態 
認知度向上、利用率微増。市場伸び代は十分
　会計システムとして注目されるクラウド会計システム。弊社主催の「会計事務所博覧会2016」においても、クラウド会計
ソフトの展示ブースは人気を集めた。市場に出始めてから、およそ３年しか経過していないにも関わらず、最新のトレンドに
なりつつあるクラウド会計。会計システムだけにとどまらない多様性があることから、今後の動向は気になるところだ。ＭＭ
総研がこのほど実施した「クラウド会計ソフトの利用実態調査（2016年12月末）」によると、個人事業主のクラウド会計ソ
フトの認識率は65.7％と、１年前の調査と比べ8.3ポイント上昇。一方、実際の利用率は8.1％から9.7％にと微増。この数
値を見る限り、クラウド会計ソフト市場の伸び代は十分にありそうだ。

MM総研の個人事業主調査

【図表 1】クラウド会計ソフトの認知度（単一回答）
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【図表 2】今後のクラウド会計ソフトの利用意向（単一回答）

今後利用したい 613（6.5％）

どちらか
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今後利用したい

どちらかといえば今後も利用したくない
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したくない

n＝9,481※（※クラウド会計ソフトを認知しながらも、現在利用していない個人事業主）
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（27.7％）
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2,781
（29.3％）
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